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１．研究計画の概要 
 

 わが国の地方自治体を取り巻く環境は非
常に厳しい。この現状を克服するには、自治
体の経営改革を推進する処方箋が必要であ
る。本研究では、この処方箋を、昨今の自治
体改革で注目されているニュー・パブリッ
ク・マネジメント（ＮＰＭ：日本では行政経
営と通称されている）の手法に基づいて考察
している。イギリスはＮＰＭの先進国であり、
日英の自治体経営の現状を比較考量するこ
とで、わが国自治体を改革するための解決策
が見えてくると予想される。研究の成果物は、
会計、監査、財務管理、組織編制、パブリッ
ク・ガバナンス、マーケティングなどの行政
経営の領域ごとにケース・メソッドという形
で集約することを目標としている。なお、ケ
ース・メソッドの一部については、日本語だ
けではなく英語で作成し、イギリスの地方自
治体関係者への情報提供を通じて、一層の研
究協力を得て、より大きな研究成果の実現へ
と展開を模索している。 
 

２．研究の進捗状況 
 

 本研究は、２００７年度の研究開始以降３
年を経過した。当初の研究計画は４年間であ
り、３年目を迎えた本年度は、著書や学術論
文だけではなく、本研究が企図しているケー
ス・メソッドの作成に向けた中間報告書が３
冊完成された。 
 本研究は、わが国とイギリスの地方自治体

で実践されている行政経営の実務を実態調
査し、その比較考量から自治体改革のヒント
となる研究成果を抽出しようと試みている。
また、比較考量においては、学術的な見地に
加え、地方自治体関係者や民間企業経営者の
視点から見た自治体経営の実態を渉猟する
ことで、産官学の視点からする比較考量の実
現を目指している。これまでの３年間で、イ
ギリスの調査は５回、訪問した自治体関係機
関はのべ２０箇所となった。また、日本国内
でのヒアリングは、都道府県レベル、政令指
定市レベル、中核市や特例市レベル、小規模
市町村といった形態に留意してバランスよ
く選別し、およそ３０箇所の地方自治体から
ヒアリング、現地調査の立会いなどに協力を
いただいた。また、このほか、文献渉猟やイ
ンターネットを通じた検索は、常時最新の情
報を入手できるように心がけている。 
 以上の３年間の調査研究から、本研究では、
地方自治体における(1)発生主義会計の導入、
(2)財務管理の導入、(3)監査制度改革、(4)パ
ブリック・ガバナンス、(5)組織編制の５つの
研究テーマについて、一定の成果を上げるこ
とができた。(1)については、中間報告書第１
号で、わが国の自治体発生主義会計で必要な
会計の技術は日商簿記検定２級のレベルで
あることを例解した。(2)については、研究協
力者の三井住友銀行と『地方自治体ファイナ
ンス』という書物を、２０１０年秋に刊行予
定である。(3)については、研究成果の一部を
日経新聞朝刊の経済教室で公表した(２００
９年５月)。(4)については、新日本監査法人
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と連携して、著書『パブリック・ガバナンス』
を２０１０年６月に出版予定である。(5)につ
いても、研究協力者の山之内稔氏（宮崎県庁
職員）と共著『地方自治体組織編制』を２０
１０年秋に出版予定である（以上の研究成果
はすべて、研究代表者によるもので、研究分
担者の成果は２０１０年度に本格的に集約
される予定）。 
 

３．現在までの達成度 
 本研究は、②おおむね順調に進展している、
と自己点検される。その理由として、２で説
明された研究成果が、最終年度の中頃までに
（年度末を待つことなく）相当数が公刊等さ
れる予定であること、また、ヒアリングや実
態調査で訪問した自治体等の数は日英で約
５０関係機関となり、こうした関係機関との
連携関係の構築がほぼ完成されていること
は、本研究のような、実態調査を主とする研
究活動では、大きな進展といえる。 
 他方、研究成果として発行できた英語文献
は現状、中間報告書の第２号の１冊に留まっ
ている。日本語で完成された研究成果の翻訳
という発想ではなく、オリジナルで英語の研
究成果を直接にアウトプットするなどの対
応を行うことで、今後、この部分の遅れを克
服すべく努める予定である。 
 

４．今後の研究の推進方策 
 
 ２０１０年度は、研究の最終年度にあたる
（４年目）。今年度は、これまで集積された
研究成果のアウトプットの集約に重点を置
きながら、比較的調査研究が遅れている、自
治体監査制度改革に関する実態調査を積極
的に展開する。２０１０年度中に、いずれも
仮題であるが、下記の書物を研究成果として
出版することを目標とする。『パブリック・
ガバナンス』『地方自治体ファイナンス』『地
方自治体組織論』『自治体経営とガバナンス』。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
 

〔雑誌論文〕（計０件） 
 
 研究成果は一旦中間報告書として集約の
方針（これまで第３号まで作成済み）で、雑
誌論文への掲載は、最終年度を中心に取りま
とめる予定である。 
 
〔学会発表〕（計０件） 
 
〔図書〕（計２件） 
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